別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名:よりよい人事・労務管理セミナー開催事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　労働企画担当　電話番号：058-272-1111（内3124）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：277千円（前年度予算額：307千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　その時々の労働問題に関するテーマ（例：人事労務関係の諸問題、若年層の採用問題、正規・非正規の雇用問題、外国人労働者に関する問題等）について、専門家による講演を行い、県内企業へ意識啓発・情報提供を図る。
	２　所要経費


（1） 　継続（277）
①報償費　 　　　　○講師謝金      100,000円　@50,000 × ２人
②旅費　　　　　　 ○講師費用弁償　 30,380円　@23,380×１人(東京-岐阜往復)  
@7,008×１人(県内平均旅費)

　　　　　　　　　 　　○業務旅費       28,032円　@7,008×２人×２回

③需用費 　　　　　○資料作成等　　 20,000円

       　　　　　　　　○講師等茶代　　    700円  @350×２人

　　　　　　　　 　　　○講師等昼食代    2,100円　@1,050×２人

④役務費　　 　　　○チラシ等送付　 40,000円  @80×500件

⑤使用料及び賃借料 ○会場使用料     55,000円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ－１　少子化に歯止めをかけるため、地域全体で子育てを支える体制や、結婚や子育てを前向きに考えることができる環境、仕事と家庭の両立を実現することが出来る環境の整備を進める。
	２　これまでの取組状況


　平成１９年から労働に関する法律の制度説明を行うとともに、「非正規労働者をめぐる現況と課題」、「仕事と家庭の両立」、「若者の就業支援」などをテーマとした講演会を開催した。
	３　これまでの取組に対する評価


　中小企業の中には、各種労働問題に関する情報収集や課題解決を独自で行うことが困難な企業もあるので、本セミナーへの参加によって、中小企業の経営に直結した課題の対応方法等について、各分野の専門家から有益な話を聞いていただくことができる。県が主催する労働問題を扱う唯一の定例セミナーであり、企業を中心に毎回100人前後の参加により好評を得ていることから、事業ニーズが非常に高く、県内各企業の人事労務管理能力の向上に寄与している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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